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１．はじめに  
 我が国の建設業において，頻発する墜落災害は最も深刻な問題の一つである．平成 23 年において，建設業全体

の死亡者数が 342 名であるのに対し，墜落によるものが 155 名と約 4 割を占めており，その割合には従来から変化

が見られない．このため，2009 年 3 月には労働安全衛生規則が改正され（以下，改正規則），足場等からの墜落防

止対策を推進するものとして，適切な手すりの設置など設備面の強化を中心とした対策が施されている．これを海

外に目を向けると，欧米においても墜落災害の発生頻度が高く，英国においては 2005 年に高所作業規則が制定さ

れ，高所で作業する作業者全員が必要な能力を有することが義務付けられている．また，米国においては墜落防止

に関する戦略的研究が開始されたところであり，2010 年には米国労働安全衛生研究所において墜落防止に関する

国際会議 1)が開催され，墜落防止に対する設備面での対策に加え，作業者の能力向上のための有効な安全教育に関

する議論がなされた． 
そこで，本研究では，このような有効な対策を簡易に検討できるよう，まずはその基礎資料を得るために，建設

業の墜落災害要因の傾向を把握することとした．その際，誰でも利用でき，かついつでも分析できるものとして，

Web 上で公表されている労働災害のデータベースを活用して分析を試み，現状の墜落防止対策と今後の対策につ

いて検討した． 
２．分析方法 
労働災害のデータベースとしては，厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」2)を利用することとした．同サイト

においては，過去から現在までの労働災害統計や災害事例など，職場の安全に関する有用な情報が数多く掲載され

ている．本研究では，そのサイトの「災害事例」の中にある，「労働災害(死傷)データベース」を分析した．労働

災害(死傷)データベースは，平成 18 年から 22 年までに発生した休業 4 日以上の労働災害（以下，死傷災害）のう

ち，およそ 1/4 を無作為抽出することが可能となっている．本研究では，「労働災害(死傷)データベース」より，平

成 21 年に発生した建設業の墜落・転落による死傷災害 5,558 件のうち，約 1/4 の 1,499 件分のデータを抽出して，

詳細に分析することとした．  
分析項目は，抽出したデータをまず工事の種類別に分類し，その中で墜落が頻発している工事を抜き出して，デ

ータベースに示されている 100 字程度の「災害状況」から，１．墜落した場所，２．墜落した際の動作，の 2 項目

について分析することとした．なお，データベースにおいては「起因物」が示されており，それによりある程度墜

落した場所が分類できるが，「はしご等」の中に「はしご」と「脚立」が含まれるなど，より詳細に分析したほう

が良いと判断されるため，「災害状況」から分析することとした． 
３．分析結果 
 平成 21 年の墜落・転落災害のうち，「木造家屋建築工事業」「鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事業（以下，

鉄骨・鉄筋工事業）」の建築工事で，全体の約 4 割を占めていた．一方，土木工事では「道路建設工事業」「上下水

道工事業」の順で発生件数が多い．その中で，建築工事と土木工事で内容が比較的似ていると考えられる，鉄骨・

鉄筋工事業と道路建設工事業を比較することとした． 
図 1 は鉄骨・鉄筋工事業，図 2 は道路建設工事業で発生した死傷災害における，墜落した場所の分類をそれぞれ

示す．鉄骨・鉄筋工事業では「足場」からの墜落が最も多く，次いで「脚立」「屋根」の順となっており，この 3
つで半数以上を占めている．一方，道路建設工事業では「建設機械」「トラック」「梯子」の順に多くなっており，
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この 3 つで約半数を占めて

いる． 
次に，図 3 は鉄骨・鉄筋工

事業，図 4 は道路建設工事業

で発生した死傷災害におけ

る，墜落した際の動作の分類

をそれぞれ示す．前者は「バ

ランスを崩す」「滑った」の

順で約半数を占めているが，

後者は「滑った」「踏み外し

た」の順となっている．以上

より，業種によって，墜落し

た場所やその際の動作が異

なることから，それぞれの状

況に合わせた対策を行う必

要があることが明らかにな

った． 
４．現状の対策と 

今後の課題 
 最近の建設工事に

おける墜落防止対策

は，改正規則等によ

る足場からの墜落が

中心であった．筆者

らが参画した厚生労

働省で開催された検

討会では，今後の足

場からの墜落防止対

策についてリスクア

セスメントの観点か

ら，図 5 に示すよう

に優先順位をつけて

適切な対策を行うことを提言している 3)．優先順位①②までは従来から行われているハード的対策であるが，それ

も困難なことが多いことから優先順位③④によるソフト的対策の必要性を提言している．しかし，本研究の結果，

業種によっては足場以外からの墜落・転落が多くその際の動作も異なることが明らかになった．そこで，図 5 の右

の列に，足場以外からの墜落対策に拡大する場合の基本的な考え方を示した．この考え方は，英国足場連盟の

SG4:054)に基づくものであるが，今回明らかとなった 「建設機械」「トラック」等からの墜落対策にも十分適用可

能である．以上の結果より，Web 上で公表されている労働災害データベースを活用することにより，容易に業種ご

との墜落・転落防止対策を検討することが可能であると考えられる． 
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図 5 足場からの墜落防止に関する安全対策を検討する上での基本的な考え方の例 

図 1 鉄骨・鉄筋工事業の墜落した場所  図 2 道路建設工事業の墜落した場所 

図 3 鉄骨・鉄筋工事業の墜落した動作  図 4 道路建設工事業の墜落した動作 
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